
令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

1．事業概要

1.1.事業の現況

人

人

千 ／ha

％

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成22年6月1日

1.1.3.料金

施 設 利 用 率

口径別料金体系

施 設 能 力 12,300  ／日 58.70

1.1.2施設

水 源 　   表流水、　  ダム、　□ 伏流水、　  地下水、　  受水、　□ その他　　　　　　（複数選択可）

施 設 数

浄水場設置数 2

管 路 延 長 192.73

千ｍ

配水池設置数

8

佐谷浄水場(5)
第２浄水場(1)
場　　　外(2)

27,600

法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）
現 在 給 水 人 口 28,812

有 収 水 量 密 度 1.61

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

1.1.1給水

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 40 年 4 月 1 日 計 画 給 水 人 口

事 業 名 ： 須恵町水道事業

須恵町 　水道事業経営戦略

団 体 名 ： 須恵町

使用水量 用途 家庭・公共用 使用水量 用途 営 業 用

  0~  5 まで 700円   0~    5 まで 720円

  6~10 まで 1 につき 160円   6~  10 まで 1 につき 170円

11~20 まで 〃 200円 11~  20 まで 〃 210円

21~30 まで 〃 250円 21~  30 まで 〃 270円

31~40 まで 〃 310円 31~  40 まで 〃 340円

41~50 まで 〃 370円 41~  50 まで 〃 420円

51 ~ 〃 430円 51~100 まで 〃 500円

101 ~ 〃 570円

一 時 用

1 につき 650円

量水器使用料

口径 料金

13ミリ 70円

20ミリ 150円

25ミリ 150円

40ミリ 300円

50ミリ 1000円
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1.1.4 組織 

 

須恵町上下水道課水道事業の組織体系は、課長以下 14 人で構成しています。 

水道事業では、水源施設、浄水施設、配水施設の管理を始めとした各種設備管理、

水道の開始・休止・廃止の受付、指定事業者の認定、水道使用料の賦課・徴収、新規

加入金・手数料等の徴収、水道事業の新規計画及び見直し、水道関連施設の維持管

理・改修等を行っています。  

 

              表 1 組織構成     令和 4 年 3 月末 

  課長 事務職 技術職 合計 

61 歳～ 人 4 （4）人 人 4 （4）人 

51～60 歳 1   人 1 （1）人 人 2 （1）人 

41～50 歳 人 2   人 1   人 3   人 

31～40 歳 人 人 2   人 2   人 

～30 歳 人 2 （1）人 1   人 3 （1）人 

合計 1   人 9 （6）人 4   人 14 （6）人 

               ※ 括弧書きは会計年度任用職員数 
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1.2 経営健全化の取組 

 

水道事業の厳しい経営環境の中で給水サービスを持続的に行うためには、高度な

技術水準に基づく運転維持管理を実現する人員体制や健全な財政基盤が不可欠と

なります。須恵町では、限られた財源の中で、効率的な事業経営を行ってきました。 

今後は、更に水道事業に求められる役割を果たし、事業を将来にわたり継続的に運営

していくため、次のような点を重視して経営戦略を立案し、合理的な経営を推進します。 

 

・公営企業に関する現状分析・将来予測や、経営環境の全国平均との比較分析に 

基づき、経営戦略を立案します。 

 

・水道事業における管路施設の状況を踏まえた「投資試算」と、企業債・料金収入など

の「財政試算」を行い、双方の均衡を図り実現可能な戦略を立案します。 

 

・投資（支出）と財源（収入）を均衡させた安定的な経営を実現するため、新しい業 

 務効率化の形態を導入し、適宜コスト削減を図ることとします。 
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1.3 経営分析 

 

総務省の公営企業の見える化の推進の一環として、経営指標による全国平均との

経営状況を示した経営比較分析表の公表が求められています。 本町の水道事業に

おける過去 5 年間の経営指標の推移は次のとおりです。 

 

 

① 経常収支比率 

経常収支比率は、料金収入等の収益で、維持管理費、支払利息及び減価償却等

の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、収支が黒字であることを示す。100% 

以上であることが望まれます。 

本町においては、常に 100%を上回っており、平成 29 年度以降は更に改善し、全国

平均を上回っています。 

図 1-1  経常収支比率（％） 

R2 全国平均[110.27] 
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② 給水原価 

 給水原価は、有収水量1 あたりにどれだけの費用を要しているかを表す指標です。

本町においては、自己水源による浄水と、福岡地区水道企業団からの受水で給水して

おり、全国平均に比較して高い傾向にあります。 

図 1-2 給水原価(円) 

R2 全国平均[166.40] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 有収率 

有収率は、施設の稼働状況に対する収益の割合を示すもので、水道事業を運営

する上で、重要な指標であり、高い値が望まれます。 本町においては、全国平均よ

り高く推移しており、効率的な施設運営が図れています。 

図 1-3 有収率(％) 

R2 全国平均[89.82] 
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④ 流動比率 

流動比率は、短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、100%以上であ

ることが望まれます。 本町においては、常に 100%を上回っているため、良好な値で

推移しています。 

図 1-4 流動比率（％） 

R2 全国平均[260.31] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 企業債残高対給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表す指標です。 

本町においては、全国平均に近似した値となっており、現在の企業債依存度は特に

問題ない状況です。 

図 1-5 企業債残高対給水収益比率（％） 

R2 全国平均[275.67] 

 

 

H28 H29 H30 R1 R2
227.68 272.10 307.99 424.60 493.31

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H28 H29 H30 R1 R2

流動比率（％）

H28 H29 H30 R1 R2
281.63 290.53 276.98 266.45 247.96

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H28 H29 H30 R1 R2

企業債残高対給水収益比率（％）

6



⑥ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、償却資産の減価償却がどの程度進んでいるかを

示す指標で、高いほど老朽化が進んでいることを示します。 

本町においては、全国平均値と比べ老朽化が進んでいないことが分かります。 

図 1-6 有形固定資産減価償却率（％） 

R2 全国平均[50.19] 

 

 

 

H28 H29 H30 R1 R2
42.12 42.23 43.06 44.35 45.78

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H28 H29 H30 R1 R2

有形固定資産減価償却率（％）

7



2.将来の事業環境 

 

2.1 給水人口の予測 

 

行政区域内人口については、将来人口推定により検討した結果、今後も近年程度

の人口増加が推計されました。給水人口は、普及率が高いことから、行政区域内人口

の推移に近似するものとなりました。 

目標年の計画給水人口は 30,762 人を予測しておりますが、将来の給水人口につい

ては、中長期的な観点で推計しつつ、実績を踏まえて短期的に見直すことで、より実

態に見合った推計を把握することが重要となります。 

 

図 2-1 給水人口推計図 
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2.2 水需要の予測 

 

給水量については、節水型水道機器の普及や市民の節水意識の高まり等により、

一人使用水量は緩やかに減少すると想定されます。このため、 1 日平均給水量及び 

1 日最大給水量についても減少すると想定されます。 

給水量の減少は給水収益の減少に繋がることから、今後とも、より効率的に水道事

業を運用し、健全な経営を維持する必要があります。さらには、施設能力が需要水量

に対して適切であるよう、最適な施設能力やその運用について検討を行う必要があり

ます。 一方で、渇水や地震等の非常時に対して備えておくべき施設も必要であること

から、常時、非常時に対するバランスを考慮する必要があります。 

 

目標年の計画 1 日平均給水量は 7,754  /日、計画 1 日最大給水量は 9,591  を

設定しています。 

 

図 2-2 給水量推計図 
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2.3 料金収入の見込み 

 

料金収益は、過去 5 か年間において微増傾向にあります。給水人口も増加傾向に

あることから、今後も現状程度の料金収入増で推移すると予測します。 

 

図 2-3 料金収入推移 

 

H28 H29 H30 R1 R2
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3.経営の基本方針 

 

経営の基本方針として、以下の二つの施策を掲げます。 

 

①施設規模確保と維持管理を徹底します。 

将来の需要水量増大見通しを踏まえ、現在の水道施設の適切な監視、調査を継続

することで、安定かつ効率的な水道事業継続を目指します。 

また、日常の整備及び保守点検の適切な継続実施により水道施設の長寿命化を図

るとともに、技術開発等による維持管理・更新等に係る費用の縮減・平準化を進めます。 

【具体的な施策】 

 

  最適な施設監視や調査実施 

  日常の維持管理及び保守点検の適切な継続実施による水道施設の長寿命化 

  新技術等を活用した維持管理の効率化 

 

 

②事業運営の効率化を図ります。 

既存の水道施設の老朽化対策や耐震化対策は必要不可欠な事業であることから、

限られた財源・人材の中で効果的に各種事業を実施しなくてはなりません。 このため、

中長期的なアセットマネジメントの視点を取り入れた整備計画と戦略的な投資計画の

策定、実践、見直しにより、過剰な投資を回避し投資の合理化に努め、事業運営の効

率化を図ります。また、職員の人材育成と技術継承を可能とする仕組みを構築し、職

員の技術レベルの向上・維持に努めていきます。さらに、一層の経営基盤の強化や事

業運営の効率化を図るため、官民連携についての検討を行います。 

 

【具体的な施策】 

 

  中長期的な整備計画と戦略的な投資計画をふまえた事業運営 

  職員の人材育成と技術継承 

  官民連携についての検討 
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４.投資、財政計画（収支計画） 

 

4.1 投資計画 

 

投資計画は、将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる施設・

設備に関する投資の見通しを試算した計画※です。 

※「水道アセットマネジメント計画」による各施設の 40 年間の更新需要に基づき効

率的な整備を実施します。 

 

 投資目標 

・経年劣化を考慮した上で予定されている水道施設の整備計画の反映と実使用年 

数での更新 

・管路更新計画の反映（管路の重要度・優先度を考慮した更新計画） 

 

4.1.1 構造物及び設備の更新需要 

 

1）更新基準 

水道施設の整備計画については、令和 12 年度までの計画期間に基幹施設の整

備を随時実施する予定です。なお、更新基準については、実使用年数を更新基準と

して設定します。 

 

表 4-1 構造物・設備の更新基準（実使用年数） 

工種（施設名） 法定耐用年数 更新基準年数 

建 築 50 70 

土 木 60 73 

配水池 45 67 

電 気 15 25 

機 械 15 24 

計 装 10 25 
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2）更新需要の算定 

更新基準を踏まえた構造物及び設備の資産の健全度及び更新需要を図 4-1、

図 4-2 に示します。 

 

図 4-1 構造物及び設備の資産の健全度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更新を行わなかった場合の構造物及び設備の老朽化資産の割合は、2041 年には

24.8％、2061 年には 28.8％まで増加します。 
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【比率】 単位：％

区　　　分 2021年 2026年 2031年 2036年 2041年 2046年 2051年 2056年 2061年

健 全 資 産 78.4 76.5 74.0 68.5 60.9 56.4 44.9 37.1 37.0

経 年 化 資 産 14.8 16.6 4.8 10.4 14.3 18.6 30.2 36.1 34.2

老 朽 化 資 産 6.8 6.8 21.2 21.2 24.8 25.0 25.0 26.8 28.8

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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図 4-2 構造物及び設備の更新需要 

 

                                                       単位：千円 

 

更新基準による 40 年間の更新需要は、約 33 億円（1 年間当たり 

約 8,180 万円）となります。 

法定耐用年数で更新した場合と比較して約 40％の抑制となります。 

  

区分 
法定耐用年数による 

更新工事費 

更新基準による 

更新工事費 

 2021 年～2060 年 2021 年～2060 年 

建 築   375,064    59,325 

土 木 1,608,575   924,606 

電 気 1,951,685 1,286,903 

機 械 1,549,275 1,001,068 

計 5,484,599 3,271,902 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

更
新
需
要

百
万
円

更新需要（構造物及び設備）

建築 土木 電気 機械

15



4.1.2 管路の更新需要 

1）更新基準 

管路の更新においては、実使用年数を下記と定め更新需要を算定します。 

 

表 4-2 管路の更新基準（実使用年数） 

管種区分 法定耐用年数 更新基準年数 

鋳鉄管 （ダクタイル鋳鉄管は含まない） (m) 40 50 

ダクタイル鋳鉄管 耐震型継手を有する (m) 40 80 

ダクタイル鋳鉄管 Ｋ形継手等を有するもののうち良い地盤に布設されている (m) 40 70 

鋼管 （溶接継手を有する） （m） 40 70 

石綿セメント管 (m) 40 40 

硬質塩化ビニル管 （ＲＲロング継手等を有する） (m) 40 60 

硬質塩化ビニル管 （ＲＲ継手等を有する） (m) 40 50 

硬質塩化ビニル管 （上記以外・不明なものを含む） (m) 40 40 

ポリエチレン管 （高密度、熱融着継手を有する） （m） 40 60 

ポリエチレン管 （上記以外・不明なものを含む） （m） 40 40 

ステンレス管 耐震型継手を有する (m) 40 60 

ステンレス管 (上記以外・不明なものを含む） (m) 40 40 
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2）更新需要の算定 

更新基準を踏まえた管路の資産の健全度及び更新需要を図 4-3、図 4-4 に示し

ます。 

図 4-3 管路の健全度 

 

 

現有管路では老朽管路はありませんが、将来更新を行わなかった場合、2041 年に

は 32.0％、2061 年には 65.9％まで増加します。 

 

  

【比率】 単位：％

区　　　分 2021年 2026年 2031年 2036年 2041年 2046年 2051年 2056年 2061年

健全管路 68.0 57.3 47.9 40.5 34.1 28.1 20.3 6.6 0.0

経年化管路 32.0 36.8 37.9 35.9 34.0 29.2 27.6 33.9 34.1

老朽化管路 0.0 5.9 14.3 23.6 32.0 42.7 52.1 59.5 65.9

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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図 4-4 管路の更新需要 

 

                                                          単位：千円 

区分 
法定耐用年数による 

更新工事費 
更新基準による工事費 

構成比率 

（％） 

 2021 年～2060 年 2021 年～2060 年  

 取・導水管 948,090 722,590 8.5 

 送 水 管 160,344 0 0.0 

 配水本管 812,175 812,175 9.6 

 配水支管 5,472,918 3,640,230 43.0 

 配水支管(小) 3,827,040 3,286,416 38.9 

計 11,220,567 8,461,411 100.0 

  40 年間の更新需要は、85 億円（1 年間当たり約 2 億 1,200 万円）となります。 

  法定耐用年数で更新した場合と比較して約 25％の抑制となります。 

 

4.1.3 更新基準で更新した場合の更新需要 

構造物及び設備並びに管路施設を更新基準で更新した場合の更新需要は、

2059 年までに 117 億 3,300 万円と見込まれ、検討期間（40 年間）で平均すると 1 年

間当たり 2 億 9,300 万円となります。 

構造物及び設備の更新需要         3,272,000 千円 

管路の更新需要                   8,461,000 千円 

       計                       11,733,000 千円 
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4.2 財政計画 

 

財政計画は、投資計画等の支出を賄うための財源の見通しを試算した計画です。 

 

4.2.1 支出・収入の検討条件 

 

1) 財源（収益的収入） 

・給水収益は、実績から供給単価を求め、有収水量推計値を乗じて算出します。

また、有収水量は、水需要予測に基づく推計値とします。 

・長期前受金戻入は、既往の予定額に、新たに建設される水道施設の減価償却

費のうち、財源が補助金等を収益化したものを加えて算出します。 

・その他の財源は、今後も現状と同額を見込みます。 

 

2) 経費（収益的支出） 

・人件費は、今後も現状の職員数として同額を見込みます。 

・維持管理費は、将来水需要の増大を見込みますが既設施設を運用することにな

るので、配水量によらず現状と同等であるとして同額を見込みます。 

・修繕費・材料費は、配水量によらず一定に必要であると判断し、今後も現状と同

額を見込みます。 

・その他の経費は、今後も現状と同額を見込みます。 

・減価償却費は、既往の予定額に、新たに更新される水道施設の減価償却費を

加えて算出します。新規の減価償却費は、今後の各年度の更新費用を、法定耐

用年数である建築 50 年、土木 60 年、電気 20 年、機械 15 年、計装 10 年、

管路 40 年と設定し、定額法により全額償還で試算します。 

・支払利息は、旧起債の支払予定額に新起債の利息を加算します。なお、新起債

がある場合には利率を 2.5％ と見込み、償還期間 30 年（うち 5 年据え置き）で

計算します。 

 

3) 財源（資本的収入） 

・計画期間最終年度に内部留保資金を確保できるよう、更新費用を超えない範囲

で起債額を設定します。計画期間以降は、企業債残高が横ばいを維持できる範

囲で起債額を設定します。 

・補助金は、現時点で把握しているものを計上します。 

・他会計出資金、他会計負担金及び工事負担金は、今後も現状と同額を見込み

ます。 
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4) 投資（資本的支出） 

・更新費用は、平準化した更新需要を計上します。 

・企業債償還金は、旧企業債及び新規起債に係る元金償還額とし、旧企業債は

企業債償還計画を用い、新規起債分は各年度の企業債借入額をもとに計算しま

す。 
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4.2.2 財政収支の基本条件 

表 4-3 支出・収入の基本条件 

種 別 区 分 項   目   計  算  方  法 

行政人口   行政区域内人口 人 初期設定どおり 

業務量   年間有収水量 千 m3 行政人口の将来値にスライド 

収益的収支 収入の部 給水収益（料金収入） 千円 年間有収水量×供給単価 

    供給単価 円/ｍ３ 計画期間内は据置として算定 

    その他営業収益 千円 最新年度の値で一定 

    長期前受金戻入 千円 (既設）予定額＋（新設）償却計算による 

    その他営業外収益 千円 最新年度の値で一定 

    特別利益 千円 見込まない 

  支出の部 人件費 千円 最新年度の値で一定 

     損益勘定職員数 人   

     人件費単価 千円   

    維持管理費 千円 最新年度の値で一定 

    維持管理費（単価) 円/ｍ３   

    引当金 千円 最新年度の値で一定 

    支払い利息 千円 (旧債、リース債）予定額＋（新債） 償還計算による 

    減価償却費 千円 
既設＋リース資産＋新規分（法定耐用年数 40 年、全

額償還） 

    受水費 千円 計画による算定値 

    その他費 千円 最新年度の値で一定 

資本的収支 収入の部 企業債 千円 起債依存率を設定 

    一般会計出資金・補助金 千円 見込まない 

    他会計借入金 千円 見込まない 

    国庫（県）補助金 千円 見込まない 

    工事負担金 千円 最新年度の値で一定 

    その他 千円 見込まない 

  支出の部 事業費 千円 改良費＋更新事業費（更新需要）＋リース債務 

    企業債償還金 千円 償還計算による 

    他会計長期借入金返還金 千円 見込まない 

    その他 千円 見込まない 
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4.2.3 収支の見通し 

財政収支の算定に当たっては、「4.2.2 財政収支の基本条件」に基づいて見通しを

示します。 

1） 収益的収支 

収益的収支とは、年間に水道水を作るのにいくらかかり、その水道水を売っていくら

の収入があったかによって、その年の純利益または欠損を知るための収支を表したも

のです。（グラフは 5 年ごとの平均値を表します。） 

① 収益的収支 

図 4-5 収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来見通しでは、損益は 2032 年の料金改定により改善する予定です。 

② 料金収入と資本費の比率 

図 4-6 料金収入と資本費の比率 
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2）給水原価と供給単価 

給水原価は 1  の水道水を作るのにかかった費用、供給単価は 1  の水道水

を売って得られる収益です。 

給水原価は更新事業費により、今後上昇することから、将来的に水道料金改定

を検討する必要があります。 

図 4-7 給水原価・供給単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）資本的収支と資金残高 

 資本的収支とは、老朽化した施設や配水管等の整備に使用するための収支を表

したものです。計画的に水道施設を整備するとともに、そのための資金（内部留保資

金等）を適正に確保する必要があります。 

図 4-8 資本的収支と資金残高 
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4）企業債残高 

建設改良事業（更新需要）の増加に伴う資金収支不足額は、企業債で補うことと

します。更新需要は令和 12 年（2030 年）ころより多く見込まれるため、この期間の

企業債残高が最も高くなります。 

図 4-9 企業債残高 

 

図 4-10 企業債比率 
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更新事業期間における収支総括表を示します。 

 

表 4-4  収益的収支 

 

表 4-5 資本的収支 

 

●収益的収支（総括表） 単位：千円/年

西暦年度
2016年～
2020年

2021年～
2025年

2026年～
2030年

2031年～
2035年

2036年～
2040年

2041年～
2045年

2046年～
2050年

2051年～
2055年

2056年～
2060年

業務量 年間有収水量（千m
3
) 2,543 2,603 2,686 2,753 2,811 2,869 2,935 3,009 3,087

給水収益（料金収入） 551,701 557,823 575,567 630,845 644,043 657,287 672,456 689,549 707,330

その他営業収益 31,263 25,823 25,823 25,823 25,823 25,823 25,823 25,823 25,823

計 582,964 583,646 601,390 656,668 669,866 683,110 698,279 715,372 733,153

人件費 79,425 62,779 62,779 62,779 62,779 62,779 62,779 62,779 62,779

維持管理費 97,232 102,882 102,882 102,882 102,882 102,882 102,882 102,882 102,882

引当金 8,076 8,472 8,472 8,472 8,472 8,472 8,472 8,472 8,472

減価償却費 138,261 155,256 188,250 218,097 224,420 229,951 246,657 263,168 284,572

受水費 182,821 190,350 190,350 190,350 190,350 190,350 190,350 190,350 190,350

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 505,815 519,739 552,733 582,580 588,903 594,434 611,140 627,651 649,055

営業損益 77,149 63,907 48,658 74,089 80,964 88,676 87,139 87,720 84,098

長期前受金戻入 21,525 21,223 21,232 21,242 21,252 21,261 21,271 21,281 21,290

その他営業外収益 1,284 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039

計 22,809 22,262 22,271 22,281 22,291 22,300 22,310 22,320 22,329

支払利息 25,297 46,491 80,922 109,343 105,144 93,406 92,492 93,944 101,195

その他営業外費用 3,777 3,706 3,706 3,706 3,706 3,706 3,706 3,706 3,706

計 29,074 50,197 84,628 113,049 108,850 97,112 96,198 97,650 104,901

経常損益 70,884 35,972 (13,699) (16,679) (5,595) 13,864 13,251 12,390 1,526

累計（2020年度基準) 136,040 158,875 62,899 (392) 37,163 109,831 173,417 206,223

原価・単価 供給単価（円/m
3
) 216.9 214.3 214.3 229.1 229.1 229.1 229.1 229.1 229.1

給水原価（円/m
3
) 200.4 209.4 228.0 243.6 239.4 232.4 232.5 232.7 236.1

営業収益

営業費用

営業外収益

営業外費用

●資本的収支（総括表） 単位：百万円

西暦年度
2016年～

2020年

2021年～

2025年

2026年～

2030年

2031年～

2035年

2036年～

2040年

2041年～

2045年

2046年～

2050年

2051年～

2055年

2056年～

2060年

収入の部 企業債 211 2,028 1,846 1,337 675 1,205 1,357 1,425 1,079

他会計出資補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

国庫（県）補助金 65 0 0 0 0 0 0 0 0

工事負担金 149 109 109 109 109 109 109 109 109

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計　① 425 2,138 1,956 1,446 785 1,314 1,466 1,534 1,188

支出の部 事業費 724 2,409 2,026 1,337 675 1,205 1,357 1,425 1,299

企業債償還金 364 597 696 947 1,230 1,362 1,321 1,241 1,125

他会計長期借入金償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計　② 1,088 3,006 2,722 2,284 1,905 2,567 2,678 2,666 2,424

不足額 ①-② (663) (868) (767) (837) (1,121) (1,253) (1,212) (1,131) (1,236)

累計（2020年度基準) 0 (868) (1,635) (2,472) (3,593) (4,846) (6,057) (7,236) (8,425)

●資金残高・企業債残高（総括表）

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

企業債残高 1,393 2,824 3,974 4,364 3,810 3,653 3,690 3,874 3,827

資金残高 518 500 500 563 431 291 272 412 500

西暦年度

資金収支
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4.3 計画期間内の投資・財政計画（収支計画）の取り組み 

 

4.3.1 投資・財政計画の収支不足 

本投資・財政計画の条件下では、計画期間内（令和 12 年度（2030 年））までは経常

収支比率は 100％を超えておりますが、将来、内部留保資金が保持できている間は運

営が可能であるものの、将来にわたって安定的に運営するためには、収支不足の解消

に取り組む必要があります。 

 

4.3.2 投資・財政計画の収支不足解消のための具体的な施策 

投資・財政計画の収支不足解消のため、次の施策に取り組みます。 

 

1) 水道施設の適切な維持管理 

給水人口増に伴う将来の水需要の増大に対しては、受水及び自己水源による浄

水でまかなえると想定しておりますが、将来的には施設の老朽化は避けられないこと

から、日常の維持管理及び保守点検を適切に実施することで、予防保全に取り組み、

突発的な事故や費用の発生リスクを軽減できるよう、施設、設備の状況把握に努め

ます。 

 

2) 広域連携や官民連携の検討 

経営基盤の強化や経営の効率化を図ることを目的とした広域連携による福岡地

区水道企業団からの受水を継続し、将来的には、水道施設管理の一体化、物品調

達の共同化などを検討するとともに、サービス水準の維持向上と経費の削減を図る

ため、包括的民間委託、指定管理者の活用、ＰＦＩの導入など、官民連携について検

討していきます。 

 

3) 水道料金適正化の検討 

水道料金については、事業及び地域の現状と将来見通しを踏まえ、水道サービス

の継続と健全な経営の維持が可能となる水準を確保する必要があります。 

将来にわたって水道事業を安定的に運営するため、更なる経営の合理化に努め

つつ、水道料金料金収入により運営が可能となるよう料金の適正化について検討し

ていきます。 
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5.経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

将来の事業環境や財政計画の支出・収入の検討条件は、現時点での実績に基づ

いて算定していることから、今後の社会情勢によって大きく変化する可能性があります。  

経営戦略の内容と事業の実施状況が乖離している場合には、その原因について分

析・把握し、経営戦略の見直しを図ります。 

経営戦略は、概ね５年毎に継続的に改善することで、健全な事業運営をしていける

ように努めていきます。 
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